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確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令（平成 29年厚生労働省令第 121号） 

の施行等に伴う「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」 

の一部改正について 

 

 

「確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令」（平成 29 年厚生労働省令

第 121号）の施行等に伴い、「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等につ

いて」（平成 14年 3 月 29日年企発第 0329003号・年運発第 0329002号）を別添のと

おり改正し、平成 30 年４月１日から適用することとしたので、貴管下の確定給付企

業年金の事業主等の指導について遺憾のないよう配慮されたい。 

ただし、確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準及び確定給付企業年金の事

業運営基準の改正については、平成 30年 10 月１日以降の基金の設立時の選定又は代

議員の任期満了時の選定から適用する。 

 



 

  

別添 

確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について（平成 14年 3月 29日年企発第 0329003号・年運発第 0329002号） 

新旧対照表 

新 旧 

  

（別紙１） 

確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準 

規約記載事項 規約承認（認可）事項 審査要領 

2-4．代議員及び

代議員会に関す

る事項 

（１）代議員の定数 

 代議員の定数は、６人以

上であること。（法第１８

条第３項、第２１条、第２

２条第１項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・選定代議員３人（理事長、

理事長代理、監事）以上及

び互選代議員３人（選定代

議員数と同数）以上が必要

であること。 

・総合型基金（２以上の厚生

年金適用事業所の事業主が

共同して実施する基金型企

業年金（当該厚生年金適用

事業所間の人的関係が緊密

である場合等を除く。）を

いう。）においては、実施

事業所の事業主の９割以上

が所属する当該基金以外の

組織体（法令に根拠のある

組織体に限る。）であって

以下の①～③までの要件の

いずれにも該当するものが

存在する場合を除き、選定

代議員の数は、基金の設立

時の選定においては設立

  

（別紙１） 

確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準 

規約記載事項 規約承認（認可）事項 審査要領 

2-4．代議員及び

代議員会に関す

る事項 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時、代議員の任期満了時の

選定においては満了時の事

業主の数の１０分の１（事

業主の数が５００を超える

場合にあっては５０）以上

であること。 

① 当該組織体は、その構

成員である事業主に対し

て基金への加入を義務付

け又は推奨することを決

議等しており、その決議

等に基づく活動実績が確

認できる。 

② 基金における方針決定

の手続に先だって、当該

組織体は、基金の運営方

針（基金の実施及び解散、

給付設計（加入者の資格、

福利厚生事業、権利義務

移転承継、資産の受入れ

に関する事項を含む）、

掛金及び資産運用に関す

る方針）を組織決定して

いる。 

③ 当該組織体は、基金の

運営状況について定期的

（四半期に１回程度）に

報告を受け、当該報告を

踏まえて今後の対応を必

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

 

 

 

 

 

（２）代議員の任期 

 （略） 

（３）通常代議員会 

 （略） 

（４）代議員会招集手続き 

（略） 

（５）代理 

 （略） 

（６）リスク分担型企業年

金とリスク分担型企業年

金でない確定給付企業年

金を併用する場合の取扱

い 

要に応じて検討するよう

な体制が内部の委員会規

程・定款等に定められて

おり、それに沿った運営

の事実が議事録等で確認

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ （略） 

 

（別紙２） 

確定給付企業年金の事業運営基準 

１． （略） 

２．企業年金基金の組織及び運営に関する事項 

（１） （略） 

（２）代議員会 

① （略） 

② 加入者において選出する代議員（互選代議員）の選出の手続については、あ

らかじめ規程を設けることなどにより民主的に、かつ、適正に行うこと。また、

 

 

 

 

 

 

（１）代議員の任期 

 （略） 

（２）通常代議員会 

 （略） 

（３）代議員会招集手続き 

 （略） 

（４）代理 

 （略） 

（５）リスク分担型企業年

金とリスク分担型企業年

金でない確定給付企業年

金を併用する場合の取扱

い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ （略） 

 

（別紙２） 

確定給付企業年金の事業運営基準 

１． （略） 

２．企業年金基金の組織及び運営に関する事項 

（１） （略） 

（２）代議員会 

① （略） 

② 加入者において選出する代議員（互選代議員）の選出の手続については、あ

らかじめ規程を設けることなどにより民主的に、かつ、適正に行うこと。 



 

  

事業主（その代理人を含む。）及び実施事業所に使用される者において選出す

る代議員（選定代議員）の選出の手続についても、あらかじめ規程を設けるな

ど明確化されていること。 

③ 複数の厚生年金適用事業所において一の基金を設立する場合にあっては、各

実施事業所の事業主及び加入者の意思が適切に反映されるよう配慮すること。

そのため、総合型基金（２以上の厚生年金適用事業所の事業主が共同して実施

する基金型企業年金（当該厚生年金適用事業所間の人的関係が緊密である場合

等を除く。）をいう。）にあっては、当該基金の実施事業所の事業主の９割以

上が所属する当該基金と異なる組織体（法令に根拠のある組織体に限る。）で

あって、次の(ア)から(ウ)までのいずれにも該当するものが存在する場合を除

き、選定代議員の数は、基金の設立時の選定においては設立時、代議員の任期

満了時の選定においては満了時の事業主の数の１０分の１（事業主の数が５０

０を超える場合には５０）以上、選定代議員の選定の都度、全ての事業主によ

り選定を行うこととし、その選定方法は、(１)事業主が他の事業主と共同で選

定代議員候補者を指名する方法、(２)各事業主が独自の選定代議員候補者を指

名する方法のいずれかを基本とし、(１)及び(２)の指名を希望しない事業主は

選定行為を現役員・職員以外の第三者（選定人）に委任できるものであること。 

(ア) 当該組織体は、その構成員である事業主に対して基金への加入を義務付

け又は推奨することを決議等しており、その決議等に基づく活動実績が確認

できる。 

(イ) 基金における方針決定の手続に先だって、当該組織体は、基金の運営方

針（基金の実施及び解散、給付設計（加入者の資格、福利厚生事業、権利義

務移転承継、資産の受入れに関する事項を含む）、掛金及び資産運用に関す

る方針）を組織決定している。 

(ウ) 当該組織体は、基金の運営状況について定期的（四半期に１回程度）に

報告を受け、当該報告を踏まえて今後の対応を必要に応じて検討するような

体制が内部の委員会規程・定款等に定められており、それに沿った運営の事

実が議事録等で確認できる。 

④～⑥ （略） 

 

 

 

③ 複数の厚生年金適用事業所において一の基金を設立する場合にあっては、各

実施事業所の事業主及び加入者の意思が適切に反映されるよう配慮すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④～⑥ （略） 



 

  

⑦ 代議員会で審議された事項等について、代議員に選定されていない事業主も

含めた全ての事業主への情報提供を適切に行うこと。 

（３）～（７） （略） 

３．～６． （略） 

  

 

様式 C6-ア 

平成 年 月 日 

規約型企業年金事業報告書 

（略） 

記載上の注意 

１．～４． （略） 

５．資産運用状況 

 １ 政策的資産構成割合等 

(1)「構成割合」欄には、今事業年度末現在における直近の確定給付企業年

金法施行規則第８４条第１項第１号に定める「長期にわたり維持すべき資

産の構成割合（以下「政策的資産構成割合」という）」を記入すること（共

同運用事業に係る資産を含む。但し、受託保証型確定給付企業年金を実施

している場合であって、政策的資産構成割合を定めていないときは、その

限りでない。）。なお、政策的資産構成割合を定めている区分が報告様式

の区分と異なる場合には、政策的資産構成割合に基づき報告様式の区分に

よる構成割合を合理的に定めること。 

(2)～(5) （略）  

２・３ （略）  

 

  

 

様式 C6-イ 

平成 年 月 日 

（新設） 

 

（３）～（７） （略） 

３．～６． （略） 

  

 

様式 C6-ア 

平成 年 月 日 

規約型企業年金事業報告書 

（略） 

記載上の注意 

１．～４． （略） 

５．資産運用状況 

 １ 政策的資産構成割合等 

(1)「構成割合」欄には、今事業年度末現在における直近の確定給付企業年

金法施行規則第８４条第１項第１号に定める「長期にわたり維持すべき

資産の構成割合（以下「政策的資産構成割合」という）」を記入するこ

と（但し、定めている場合に限り、共同運用事業に係る資産を含む。）。

なお、政策的資産構成割合を定めている区分が報告様式の区分と異なる

場合には、政策的資産構成割合に基づき報告様式の区分による構成割合

を合理的に定めること。 

 

 (2)～(5) （略） 

２・３ （略） 

 

  

 

様式 C6-イ 

平成 年 月 日 



 

  

企業年金基金事業報告書 

（略） 

記載上の注意 

１．～４． （略） 

５．資産運用状況 

１ 政策的資産構成割合等 

(1)「構成割合」欄には、今事業年度末現在における直近の確定給付企業年

金法施行規則第８４条第１項第１号に定める「長期にわたり維持すべき

資産の構成割合（以下「政策的資産構成割合」という）」を記入するこ

と（共同運用事業に係る資産を含む。）。なお、政策的資産構成割合を

定めている区分が報告様式の区分と異なる場合には、政策的資産構成割

合に基づき報告様式の区分による構成割合を合理的に定めること。 

 

(2)～(5) （略） 

２～４ （略） 

 

  

企業年金基金事業報告書 

（略） 

記載上の注意 

１．～４． （略） 

５．資産運用状況 

１ 政策的資産構成割合等 

(1)「構成割合」欄には、今事業年度末現在における直近の確定給付企業年

金法施行規則第８４条第１項第１号に定める「長期にわたり維持すべき

資産の構成割合（以下「政策的資産構成割合」という）」を記入するこ

と（但し、定めている場合に限り、共同運用事業に係る資産を含む。）。

なお、政策的資産構成割合を定めている区分が報告様式の区分と異なる

場合には、政策的資産構成割合に基づき報告様式の区分による構成割合

を合理的に定めること。 

(2)～(5) （略） 

２～４ （略） 

 

  

 

 

 


